
７ 公営企業職員の状況 

 (1) 水道事業 

   ① 職員給与費の状況 

    ア 決算 

区 分 

 

 

総費用 

 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

  

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

 (参考) 

平成３０年度の総費用に 

占める職員給与費比率 

平成３１年度 
30,890,703 

千円 

3,230,168 

千円 

4,449,675 

千円 
14.4％ 14.0％ 

     （注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費 670,091 千円を含みません。 

区 分 

 

職員数 

Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給 与 費 

B/A 

 

 

 

(参考) 

政令指定都市平均 

一人当たり給与費 

給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計 

Ｂ 

平成３１年度 548人 
2,195,024

千円 

764,986 

千円 

1,032,803 

千円 

3,992,813 

千円 

7,286 

千円 

6,790 

千円 

     （注）職員手当には退職給与金を含みません。            

    イ 特記事項 

    なし 

 

   ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和２年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

水道事業 46.1歳 400,789円 568.451円 

政令指定都市平均（水道事業） 45.0歳 370,758円 567,814円 

（注１） 基本給は、「給料」「扶養手当」「地域手当」の合算額です。 

（注２） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

 

   ③ 職員の手当の状況 

     ア 期末手当・勤勉手当 

水道事業 普通会計関係 

１人当たり平均支給額（平成３１年度） 

１,８８１,２４４円 

１人当たり平均支給額（平成３１年度） 

１，８７２，７５４円 

（平成３１年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.90 月分 

（1.45 月分）   （0.90 月分） 

（平成３１年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.90 月分 

（1.45 月分）    （0.90 月分） 

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額の１０～２０％に相当

する額 

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額又は給料月額の１０～

１５％に相当する額 

 (注１)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

(注２)  普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。      

 



イ 退職手当（令和２年４月１日現在） 

区 分 
水道事業 普通会計関係 

自己都合 定年・勧奨 自己都合 定年・勧奨 

支給率 

勤続２０年 １９，５７９月 ２６，１９４月 １９，５７９月 ２６，１９４月 

勤続２５年 ２８，４７９月 ３６，４４４月 ２８，４７９月 ３６，４４４月 

勤続３５年 ４０，２７９月 ４７，７０９月 ４０，２７９月 ４７，７０９月 

最高限度額 ４７，７０９月 ４７，７０９月 ４７，７０９月 ４７，７０９月 

定年前早期退職者に対する加

算措置 
退職時給料月額を２～２０％加算する。 退職時給料月額を２～２０％加算する。 

定年・勧奨退職した職員 

一人当たりの平均支給額 

平成３１年度 

２,０５８万円 

平成３１年度 

２，１１３万円 
（注１）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成３１年度に退職した職員に支給された平均額です。 

(注２）普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。 

 

    ウ 地域手当（令和２年４月１日現在） 

支 給 実 績（平成３１年度決算） ３６９，６２１千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３１年度決算） ６７２，５４７ 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

川崎市 １６％ ５４８人 １６％ 

 

  エ 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在） 

支給総額（平成３１年度決算） １５，７１７千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３１年度決算） ５７，７８２ 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成３１年度） ４０．０５ ％ 

手当の種類（手当数） ５種類 
 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

左記職員に対する支給

単価 

作業手当 
  

水道整備課、第２配水工事事務所及び第３配水工事事務所

の工務係、工事係及び漏水防止係の技能職員又は業務職員

が当該職務に係る作業に従事したとき（同日中に従事した

作業が作業手当丙額の支給の対象となるときを除く。）。 

6,092 千円 従事した日１日につき 
甲額 ３３０円 

１ 水道施設管理課施設維持担当の職員、水運用センター

管理係員、浄水課浄水係員及び生田浄水場の工水施設担

当の技術職員が当該職務に係る作業に従事したとき。 

２ 水道水質課及び浄水課水質係の職員が水質試験又は水

質検査に従事したとき。 

３ 水道整備課、第２配水工事事務所及び第３配水工事事

務所の工務係、工事係及び漏水防止係の技能職員又は業

務職員並びに下水道部の職員以外の職員がずい道坑内又

は大口径管内での作業に従事したとき（同日中に従事し

た作業が作業手当丙額の支給の対象となるときを除

く。）。 

2,279 千円 従事した日１日につき 
乙額 ２８０円 

サービスセンター給水管理係、給水装置課メータ―管理担

当、水道整備課の整備係、工務係及び漏水防止係並びに第

２配水工事事務所及び第３配水工事事務所の工務係、工事

係及び漏水防止係の技術職員、技能職員又は業務職員が午

後 10 時から午前５時までの時間帯のうち３時間を超えて

3,917 千円 従事した日１日につき 
丙額 ９９０円 

（技術職員については

６６０円） 



手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

左記職員に対する支給

単価 

屋外作業に従事したとき（夜勤及び応援勤務として従事し

たときを除く。） 

交替勤務手当 水道整備課、第２配水工事事務所、第３配水工事事務所、

水運用センター及び浄水課の交替制勤務職員が夜間勤務

（午後４時３０分から翌日の午前９時まで）に従事したと

き。 

3,261 千円 夜勤 1回につき  

９５０円 

滞納整理手当 サービスセンターの職員が水道料金の滞納整理等のため出

張して行う滞納者等との折衝の業務に従事したとき。 

3千円 従事した日１日につき

３００円（経過措置と

して、令和元年６月１

日から令和２年３月３

１日までの間は「６０

０円」、令和２年４月

１日から令和３年３月

３１日までの間は「４

００円」） 

用地等折衝業

務手当 

土地の取得、処分、収用若しくは使用、支障物等の取得、

移転若しくは除去又はこれらに伴う損失補償等のため出張

して行う住民等との折衝の業務に従事したとき。 

3千円 従事した日１日につき

１４０円 

災害応急作業

等派遣手当 

災害対策基本法第２条第１号に掲げる災害が発生した国内

の本市の区域以外の地域（以下「災害発生地域」という。）

に派遣され、災害応急対策又は災害復旧のための作業の業

務（本市と当該災害発生地域との間及び当該災害発生地域

における車両等の運転の業務を含む。）に従事したとき（当

該災害発生地域を管轄する他の地方公共団体から当該業務

に対する給与その他の給付の支給を受けるときを除く。）。 

161 千円 従事した日１日につき

９１０円（ただし、災

害対策基本法（昭和３

６年法律第２２３号）

第６３条第１項に規定

する警戒区域その他こ

れに類する区域等にお

いて当該業務に従事し

たときは、１，８２０

円） 

 

オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成３１年度決算） ２１２，４７２千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成３１年度決算） ４１１，１７０  円 

支給実績（平成３０年度決算） １９４，７８４千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算） ３７９，３６８  円 

     （注１） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

（注２） 職員１人あたり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成３１年度（平成３０年度）決算）」

と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 

 

 

 

 

 

 



    カ その他の手当（令和２年４月１日現在） 

手当名 内容（支給対象等） 手当額又は支給率 
一般行政職 

との異同 

異なる 

内容 

支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

扶養手当 扶養親族のある職

員に支給する。 

・配偶者   7,000 円 

・子      10,000 円 

・父母等   7,000 円 

・15 歳以上 22歳未満

の加算    5,000 円 

同じ ― 75,128千円 260,937円 

住居手当 自ら居住するため

住宅を借り受け、家

賃等を支払ってい

る職員に支給する。 

・31歳未満 

25,200 円 

・31 歳以上 40歳以下 

16,500 円 

・41 歳以上 

10,000 円 

同じ ― 19,126千円 210,800円 

通勤手当 通勤のため、交通機

関等を利用しその

運賃等を負担する

ことを常例とする

職員、自動車等を使

用することを常例

とする職員に支給

する。 

・交通機関を利用の場

合は 55,000 円を限

度とし運賃相当額。 

・自動車等を使用の場

合は距離に応じて 

2,000 円～31,600 円 

・併用の場合は 55,0 

00 円を限度とし、両

方を加算した金額。 

同じ ― 60,053千円 108,648円 

夜間勤務 

手当 

正規の勤務時間と

して、午後10時から

翌日の午前5時まで

勤務する職員に支

給する。 

勤務１時間当たりの

給与額 

×100分の25 

×勤務時間（実働時間） 

同じ ― 14,693千円 252,530円 

管理職手当

（国では

俸給の特

別調整額） 

管理又は監督の地

位にある者に支給

する。 

職位に応じて 

73,700円～111,300円 

同じ ― 32,248千円 979,674円 



(2) 工業用水道事業 

   ① 職員給与費の状況 

    ア 決算 

区 分 

 

 

総費用 

 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

  

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

 (参考) 

平成３０年度の総費用に 

占める職員給与費比率 

平成３１年度 
7,027,558 

千円 

765,596 

千円 

609,363 

千円 
8.67% 9.8％ 

     （注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費 47,003 千円を含みません。 

区 分 

 

職員数 

Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給 与 費 

B/A 

 

 

 

(参考) 

政令指定都市平均 

一人当たり給与費 

給  料 職員手当 期末･勤勉手当 計 

Ｂ 

平成３１年度 80 人 
308,091 

千円 

94,551 

千円 

141,767 

千円 

544,409 

千円 

6,805 

千円 

6,788 

千円 

     （注）職員手当には退職給与金を含みません。            

    イ 特記事項 

    なし 

 

   ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和２年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

工業用水道事業 48.3歳 380,515円 522,749円 

政令指定都市平均（工業用水道事業） 46.2歳 373,911円 565,927円 

 （注１） 基本給は、「給料」「扶養手当」「地域手当」の合算額です。 

 （注２） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

 

   ③ 職員の手当の状況 

     ア 期末手当・勤勉手当 

工業用水道事業 普通会計関係 

１人当たり平均支給額（平成３１年度） 

１，７７２，０８９円 

１人当たり平均支給額（平成３１年度） 

１，８７２，７５４円 

（平成３１年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.90 月分 

（1.45 月分）   （0.90 月分） 

（平成３１年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.90 月分 

（1.45 月分）    （0.90 月分） 

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額の１０～２０％に相当

する額 

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額又は給料月額の１０～

１５％に相当する額 

(注１)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

(注２)  普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。 

     

 



 イ 退職手当（令和２年４月１日現在） 

区 分 
工業用水道事業 普通会計関係 

自己都合 定年・勧奨 自己都合 定年・勧奨 

支給率 

勤続２０年 １９，５７９月 ２６，１９４月 １９，５７９月 ２６，１９４月 

勤続２５年 ２８，４７９月 ３６，４４４月 ２８，４７９月 ３６，４４４月 

勤続３５年 ４０，２７９月 ４７，７０９月 ４０，２７９月  ４７，７０９月 

最高限度額 ４７，７０９月 ４７，７０９月 ４７，７０９月 ４７，７０９月 

定年前早期退職者に対する加

算措置 
退職時給料月額を２～２０％加算する。 退職時給料月額を２～２０％加算する。 

定年・勧奨退職した職員 

一人当たりの平均支給額 

平成３１年度 

１，７２２万円 

平成３１年度 

２，１１３万円 
（注１）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成３１年度に退職した職員に支給された平均額です。 

(注２) 普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。 

 

    ウ 地域手当（令和２年４月１日現在） 

支 給 実 績（平成３１年度決算） ５１，３１８千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３１年度決算）   ６３６，８３２ 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

川崎市 １６％ ８０人 １６％ 

 

  エ 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在） 

支給総額（平成３１年度決算） １９，９９０千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３１年度決算） ５６，８７０ 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成３１年度） ３８．２１％ 

手当の種類（手当数） ３種類 
 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

左記職員に対する支給

単価 

作業手当 

  

水道整備課、第２配水工事事務所及び第３配水工事事

務所の工務係、工事係及び漏水防止係の技能職員又は

業務職員が当該職務に係る作業に従事したとき（同日中

に従事した作業が作業手当丙額の支給の対象となると

きを除く。）。 

176 千円 従事した日１日につき 

甲額 ３３０円 

１ 水道施設管理課施設維持担当の職員、水運用セン

ター管理係員、浄水課浄水係員及び生田浄水場の工

水施設担当の技術職員が当該職務に係る作業に従事

したとき。 

２ 水道水質課及び浄水課水質係の職員が水質試験又

は水質検査に従事したとき。 

３ 水道整備課、第２配水工事事務所及び第３配水工

事事務所の工務係、工事係及び漏水防止係の技能職

員又は業務職員並びに下水道部の職員以外の職員が

ずい道坑内又は大口径管内での作業に従事したとき

（同日中に従事した作業が作業手当丙額の支給の対

象となるときを除く。）。 

1,024 千円 従事した日１日につき 

乙額 ２８０円 

サービスセンター給水管理係、給水装置課メータ―管理

担当、水道整備課の整備係、工務係及び漏水防止係並び

に第２配水工事事務所及び第３配水工事事務所の工務

53千円 従事した日１日につき 

丙額 ９９０円 

（技術職員については



手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

左記職員に対する支給

単価 

係、工事係及び漏水防止係の技術職員、技能職員又は業

務職員が午後 10 時から午前５時までの時間帯のうち３

時間を超えて屋外作業に従事したとき（夜勤及び応援勤

務として従事したときを除く。） 

６６０円） 

交替勤務手当 水道整備課、第２配水工事事務所、第３配水工事事務所、

水運用センター及び浄水課の交替制勤務職員が夜間勤

務（午後４時３０分から翌日の午前９時まで）に従事し

たとき。 

737 千円 夜勤 1回につき 

９５０円 

災害応急作業等

派遣手当 

災害対策基本法第２条第１号に掲げる災害が発生した

国内の本市の区域以外の地域（以下「災害発生地域」と

いう。）に派遣され、災害応急対策又は災害復旧のため

の作業の業務（本市と当該災害発生地域との間及び当該

災害発生地域における車両等の運転の業務を含む。）に

従事したとき（当該災害発生地域を管轄する他の地方公

共団体から当該業務に対する給与その他の給付の支給

を受けるときを除く。）。 

0千円 従事した日１日につき

９１０円（ただし、災害

対策基本法（昭和３６年

法律第２２３号）第６３

条第１項に規定する警

戒区域その他これに類

する区域等において当

該業務に従事したとき

は、１，８２０円） 

 

オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成３１年度決算） １６，８９３千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成３１年度決算） ２２７，５１８ 円 

支給実績（平成３０年度決算） １８，０７７千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算） ２８６，６１８ 円 

     （注１） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

（注２） 職員１人あたり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成３１年度（平成３０年度）決算）」

と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 

 

    カ その他の手当（令和２年４月１日現在） 

手当名 内容（支給対象等） 手当額又は支給率 
一般行政職 

との異同 

異なる 

内容 

支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

扶養手当 扶養親族のある職

員に支給する。 

・配偶者   7,000 円 

・子      10,000 円 

・父母等   7,000 円 

・15 歳以上 22歳未満

の加算    5,000 円 

同じ ― 7,029千円 207,265円 

住居手当 自ら居住するため

住宅を借り受け、家

賃等を支払ってい

る職員に支給する。 

・31歳未満 

25,200 円 

・31 歳以上 40歳以下 

16,500 円 

・41 歳以上 

10,000 円 

同じ ― 4,199千円 210,800円 



手当名 内容（支給対象等） 手当額又は支給率 
一般行政職 

との異同 

異なる 

内容 

支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

通勤手当 通勤のため、交通機

関等を利用しその

運賃等を負担する

ことを常例とする

職員、自動車等を使

用することを常例

とする職員に支給

する。 

・交通機関を利用の場

合は 55,000 円を限

度とし運賃相当額。 

・自動車等を使用の場

合は距離に応じて 

2,000 円～31,600 円 

・併用の場合は 55,0 

00 円を限度とし、両

方を加算した金額。 

同じ ― 8,160千円 103,898円 

夜間勤務 

手当 

正規の勤務時間と

して、午後10時から

翌日の午前5時まで

勤務する職員に支

給する。 

勤務１時間当たりの

給与額 

×100分の25 

×勤務時間（実働時間） 

同じ ― 2,598千円 197,070円 

管理職手当

（国では

俸給の特

別調整額） 

管理又は監督の地

位にある者に支給

する。 

職位に応じて 

73,700円～111,300円 

同じ ― 5,617千円 936,200円 



(3) 下水道事業 

   ① 職員給与費の状況 

    ア 決算 

区 分 

 

 

総費用 

 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

  

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

 (参考) 

平成３０年度の総費用に 

占める職員給与費比率 

平成３１年度 
38,210,251 

千円 

4,545,303 

千円 

2,630,759 

千円 
6.88％ 8.6％ 

     （注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費 784,993 千円を含みません。 

区 分 

 

職員数 

Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給 与 費 

B/A 

 

 

 

(参考) 

政令指定都市平均 

一人当たり給与費 

給  料 職員手当 期末･勤勉手当 計 

Ｂ 

平成３１年度  407 人 
1,489,594 

千円 

568,693 

千円 

688,507 

千円 

2,746,794 

千円 

6,749 

千円 

6,721 

千円 

     （注）職員手当には退職給与金を含みません。            

    イ 特記事項 

    なし 

 

   ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和２年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

下水道事業 43.3歳 366,355円 531,973円 

政令指定都市平均（下水道事業） 43.4歳 365,998円 559,592円 

 （注１） 基本給は、「給料」「扶養手当」「地域手当」の合算額です。 

 （注２） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

 

   ③ 職員の手当の状況 

     ア 期末手当・勤勉手当 

下水道事業 普通会計関係 

１人当たり平均支給額（平成３１年度） 

１，７００，０１６円 

１人当たり平均支給額（平成３１年度） 

１，８７２，７５４円 

（平成３１年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.90 月分 

（1.45 月分）   （0.90 月分） 

（平成３１年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.90 月分 

（1.45 月分）    （0.90 月分） 

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額の１０～２０％に相当

する額 

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額又は給料月額の１０～

１５％に相当する額 

(注１)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

(注２)  普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。 

     

 



 イ 退職手当（令和２年４月１日現在） 

区 分 
下水道事業 普通会計関係 

自己都合 定年・勧奨 自己都合 定年・勧奨 

支給率 

勤続２０年 １９，５７９月 ２６，１９４月 １９，５７９月 ２６，１９４月 

勤続２５年 ２８，４７９月 ３６，４４４月 ２８，４７９月 ３６，４４４月 

勤続３５年 ４０，２７９月 ４７，７０９月 ４０，２７９月 ４７，７０９月 

最高限度額 ４７，７０９月 ４７，７０９月 ４７，７０９月 ４７，７０９月 

定年前早期退職者に対する加

算措置 
退職時給料月額を２～２０％加算する。 退職時給料月額を２～２０％加算する。 

定年・勧奨退職した職員 

一人当たりの平均支給額 

平成３１年度 

２，０７３万円 

平成３１年度 

２，１１３万円 
（注１）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成３１年度に退職した職員に支給された平均額です。 

(注２) 普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。 

 

    ウ 地域手当（令和２年４月１日現在） 

支 給 実 績（平成３１年度決算） ２４９，５３８千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３１年度決算）   ６１７，６６９ 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

川崎市 １６％ ４０７人 １６％ 

 

  エ 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在） 

支給総額（平成３１年度決算） １３，８８３千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３１年度決算） ７５，０４４ 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成３１年度） ３９．７１％ 

手当の種類（手当数） ６種類 
 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

左記職員に対する支給

単価 

滞納整理手当 下水道使用料担当の職員が下水道使用料の滞納整理

等のため出張して行う滞納者等との折衝の業務に従

事したとき。 

190 千円 従事した日１日につき

３００円（経過措置とし

て、令和元年６月１日か

ら令和２年３月３１日

までの間は「６００円」、

令和２年４月１日から

令和３年３月３１日ま

での間は「４００円」） 

夜間特殊業務手

当 

 

水処理センター（麻生水処理センターを除く。）の職

員が正規の勤務時間による勤務の全部又は一部が深

夜において行われる設備の保守、管理等にかかわる緊

急の対応の業務に従事したとき。 

233 千円 勤務１回につき 

６５０円 

用地等折衝業務

手当 

土地の取得、処分、収用若しくは使用、支障物等の取

得、移転若しくは除去又はこれらに伴う損失補償等の

ため出張して行う住民等との折衝の業務に従事した

とき。 

0 千円 従事した日１日につき 

１４０円 

汚泥処理業務等

手当 

入江崎総合スラッジセンター設備係の職員が汚泥等

に接触してその処理を行う業務に従事したとき。 
727 千円 従事した日１日につき 

甲額 ７５０円 



下水道水質課の職員（工場廃水指導の業務に従事する

職員を除く。）又は水処理センター、入江崎総合スラ

ッジセンター管理係、下水道管理事務所若しくは下水

道事務所管理課の職員が汚泥等に接触してその処理

を行う業務又は毒物若しくは劇物を使用した理化学

試験若しくは検査の業務に従事したとき。 

12,711 千円 従事した日１日につき  

乙額 ５００円 

危険作業手当 下水道部の職員が地上又は水面上 10 メートル以上の足

場が不安定な箇所において行う業務に従事したとき。 

1千円 従事した日１日につき 

甲額３００円 

下水道水質課の職員が毒物又は劇物を使用した試験又は

検査の業務に従事したとき（同日中に従事した業務が汚

泥処理業務等手当乙額の支給の対象となるときを除

く。）。 

21 千円 従事した日１日につき  

乙額１４０円 

災害応急作業等

派遣手当 

災害対策基本法第２条第１号に掲げる災害が発生した国

内の本市の区域以外の地域（以下「災害発生地域」とい

う。）に派遣され、災害応急対策又は災害復旧のための

作業の業務（本市と当該災害発生地域との間及び当該災

害発生地域における車両等の運転の業務を含む。）に従

事したとき（当該災害発生地域を管轄する他の地方公共

団体から当該業務に対する給与その他の給付の支給を受

けるときを除く。）。 

169 千円 従事した日１日につき

９１０円（ただし、災害

対策基本法（昭和３６年

法律第２２３号）第６３

条第１項に規定する警

戒区域その他これに類

する区域等において当

該業務に従事したとき

は、１，８２０円） 

 

オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成３１年度決算） １７８，４５５千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成３１年度決算） ４７３，０４２  円 

支給実績（平成３０年度決算） １１９，０８６千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算） ３８８，４９７  円 

     （注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

（注２） 職員１人あたり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成３１年度（平成３０年度）決算）」

と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 

 

    カ その他の手当（令和２年４月１日現在） 

手当名 内容（支給対象等） 手当額又は支給率 
一般行政職 

との異同 

異なる 

内容 

支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

扶養手当 扶養親族のある職

員に支給する。 

・配偶者   7,000 円 

・子      10,000 円 

・父母等   7,000 円 

・15 歳以上 22歳未満

の加算    5,000 円 

同じ ― 43,184千円 238,475円 

住居手当 自ら居住するため

住宅を借り受け、家

賃等を支払ってい

る職員に支給する。 

・31歳未満 

25,200 円 

・31 歳以上 40歳以下 

16,500 円 

・41 歳以上 

10,000 円 

同じ ― 14,787千円 211,997円 



手当名 内容（支給対象等） 手当額又は支給率 
一般行政職 

との異同 

異なる 

内容 

支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

通勤手当 通勤のため、交通機

関等を利用してそ

の運賃等を負担す

ることを常例とす

る職員、自動車等を

使用することを常

例とする職員に支

給する。 

・交通機関を利用の場

合は 55,000 円を限

度とし運賃相当額。 

・自動車等を使用の場

合は距離に応じて 

2,000 円～31,600 円 

・併用の場合は 55,0 

00 円を限度とし、両

方を加算した金額。 

同じ ― 48,613千円 118,411円 

夜間勤務 

手当 

正規の勤務時間と

して、午後10時から

翌日の午前5時まで

勤務する職員に支

給する。 

勤務１時間当たりの

給与額 

×100分の25 

×勤務時間（実働時間） 

同じ ― 8,724千円 131,126円 

管理職手当

（国では

俸給の特

別調整額） 

管理又は監督の地

位にある者に支給

する。 

職位に応じて 

73,700円～111,300円 

同じ ― 26,857千円 953,489円 

 



(4) 自動車運送事業 

   ① 職員給与費の状況 

    ア 決算 

区 分 

 

 

総費用 

 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

  

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

 (参考) 

平成３０年度の総費用に 

占める職員給与費比率 

平成３１年度 
9,488,098 

千円 

256,810 

千円 

3,758,124 

千円 

39.6 

％ 
43.4％ 

     

区 分 

 

職員数 

Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給 与 費 

B/A 

 

 

 

(参考) 

政令指定都市平均 

一人当たり給与費 

給  料 職員手当 期末･勤勉手当 計 

Ｂ 

平成３１年度 
483 

人 

1,815,573 

千円 

1,124,368 

千円 

818,183 

千円 

3,758,124 

千円 

7,781 

千円 

7,228 

千円 

     （注）職員手当には退職給与金を含みません。            

    イ 特記事項 

    なし 

 

   ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和２年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

自動車運送事業 49.5歳 373,648円 513,766円 

政令指定都市平均（バス事業） 48.1歳 345,456円 592,455円 

（注１） 基本給は、「給料」「扶養手当」「地域手当」の合算額です。 

 （注２） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

（うちバス事業運転手） 

区  分 

公 務 員 民  間 参 考 

平均年齢 職員数 基本給 
平均月収額 

（Ａ） 

対応する民間の 

類似職種 
平均年齢 

平均月収額 

（Ｂ） 
Ａ／Ｂ 

川崎市 51.3 歳 346 人 366,320円 503,690円 営業用バス運転手 51.0歳 496,300円 1.01 

政令指定都市平均 48.6 歳 444 人 335,610円 581,911円 ― ― ― ― 

 

区  分 

参  考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員（Ｃ） 民 間（Ｄ） Ｃ／Ｄ 

川崎市 5,996,880円 5,955,600円 1.01 

（注１） 民間データは、「賃金構造基本統計調査」において公表されているデータを使用していま

す。（平成２９～３１年の３ケ年平均） 

（注２） 民間の類似職種との比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致

しているものではありません。 

（注３） 平均月収額には、期末・勤勉手当（民間は年間賞与）等を含みます。 

 

 



  ③ 職員の手当の状況 

     ア 期末手当・勤勉手当 

自動車運送事業  普通会計関係 

１人当たり平均支給額（平成３１年度） 

１,６４６,２４３円 

１人当たり平均支給額（平成３１年度） 

１，８７２，７５４円 

（平成３１年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.90 月分 

（1.45 月分）   （0.90 月分） 

（平成３１年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.90 月分 

（1.45 月分）    （0.90 月分） 

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額又は給料月額の１０～ 

       １５％に相当する額 

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額又は給料月額の１０～

１５％に相当する額 

(注１)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

(注２)  普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。 

      

イ 退職手当（令和２年４月１日現在） 

区 分 
自動車運送事業 普通会計関係 

自己都合 定年・勧奨 自己都合 定年・勧奨 

支給率 

勤続２０年 １９．５７９月 ２６．１９４月 １９．５７９月 ２６．１９４月 

勤続２５年 ２８．４７９月 ３６．４４４月 ２８．４７９月 ３６．４４４月 

勤続３５年 ４０．２７９月 ４７．７０９月 ４０．２７９月 ４７．７０９月 

最高限度額 ４７．７０９月 ４７．７０９月 ４７．７０９月 ４７．７０９月 

定年前早期退職者に対する加

算措置 
退職時給料月額を２～２０％加算する。 退職時給料月額を２～２０％加算する。 

定年・勧奨退職した職員 

一人当たりの平均支給額 

平成３１年度 

１，７００万円 

平成３１年度 

２，１１３万円 
（注１）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成３１年度に退職した職員に支給された平均額です。 

(注２) 普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。 

 

    ウ 地域手当（令和２年４月１日現在） 

支 給 実 績（平成３１年度決算） ３０４，４０８千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３１年度決算） ６１０，０３６ 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

川崎市 １６％ ４９９人 １６％ 

 

 

 

 

 

 

 



 エ 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在） 

支給総額（平成３１年度決算） １４，２７１千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３１年度決算） ４０，５４３ 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成３１年度） ７０．５％ 

手当の種類（手当数） １種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

左記職員に対する支給

単価 

中休手当 常時乗合自動車に乗務する職員 中休勤務に従事し

たとき 

14,721千円 １０分につき２５円 

 

  オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成３１年度決算） ６５１，７２８千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成３１年度決算） １，３９５，５６３ 円 

支給実績（平成３０年度決算） ７１５，５１１千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算） １，５１９，１３２ 円 

   （注１） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

（注２） 職員１人あたり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成３１年度（平成３０年度）決算）」

と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならな

い職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 

 

    カ その他の手当（令和２年４月１日現在） 

手当名 内容（支給対象等） 手当額又は支給率 
一般行政職 

との異同 

異なる 

内容 

支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

扶養手当 扶養親族のある職

員に支給する。 

・配偶者   7,000 円 

・子      10,000 円 

・父母等   7,000 円 

・15 歳以上 22歳未満

の加算    5,000 円 

同じ ― 70,572千円 229,130円 

住居手当 自ら居住するため

住宅を借り受け、家

賃等を支払ってい

る職員に支給する。 

・31歳未満 

25,200 円 

・31 歳以上 40歳以下 

16,500 円 

・41 歳以上 

10,000 円 

同じ ― 11,923千円 161,122円 

通勤手当 通勤のため、交通機

関等を利用しその

運賃等を負担する

ことを常例とする

職員、自動車等を使

用することを常例

とする職員に支給

する。 

・交通機関を利用の場

合は 55,000 円を限

度とし運賃相当額。 

・自動車等を使用の場

合は距離に応じて

2,000 円～31,600 円 

・併用の場合は

55,000 円を限度と

し、両方を加算した

金額。 

同じ ― 31,578千円 73,608円 

夜間勤務 

手当 

正規の勤務時間と

して、午後10時から

翌日の午前5時まで

勤務１時間当たりの

給与額 

×100分の25 

同じ ― 23,483千円 61,635円 



手当名 内容（支給対象等） 手当額又は支給率 
一般行政職 

との異同 

異なる 

内容 

支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

勤務する職員に支

給する。 

×勤務時間（実働時間） 

管理職手当

（国では

俸給の特

別調整額） 

管理又は監督の地

位にある者に支給

する。 

職位に応じて、 

73,700円～111,300円 

 

同じ ― 16,405千円 1,025,313円 

 



(5) 病院事業 

   ① 職員給与費の状況 

    ア 決算 

区 分 

 

 

総費用 

 

Ａ 

純損益又は実質

収支 

 

職員給与費 

  

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

 (参考) 

平成３０年度の総費用に 

占める職員給与費比率 

平成３１年度 
33,260,203 

千円 

444,727 

千円 

 12,764,245 

千円 

38.4 

％ 

38.4 

％ 

     （注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費 37,416 千円を含みません。 

区 分 

 

職員数 

Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給 与 費 

B/A 

 

 

 

(参考) 

政令指定都市平均 

一人当たり給与費 

給  料 職員手当 期末･勤勉手当 計 

Ｂ 

平成３１年度 1,399人 
4,895,259 

千円 

3,690,614 

千円 

2,287,815 

千円 

10,873,688 

千円 

7,772 

千円 

7,187 

千円 

     （注）職員手当には退職給与金を含みません。            

 

    イ 特記事項 

   なし 

 

   ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和２年４月１日現在） 

 職種 平均年齢 基本給 平均月収額 

病 

院 

事 

業 

医師 44.5歳 552,834円 1,598,372円 

看護師 35.0歳 305,112円 556,462円 

事務職員 42.2歳 402,035円 797,322円 

政都 

令市 

指平 

定均 

医師 44.3歳 561,426円 1,384,360円 

看護師 37.3歳 298,249円 479,819円 

事務職員 41.6歳 360,622円 572,352円 

（注１） 基本給は、「給料」「扶養手当」「地域手当」の合算額です。 

（注２） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

 



   ③ 職員の手当の状況 

     ア 期末手当・勤勉手当 

病院事業  普通会計関係 

１人当たり平均支給額（平成３１年度） 

１,６３３,８０３円 

１人当たり平均支給額（平成３１年度） 

１，８７２，７５４円 

（平成３１年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.90 月分 

（1.45 月分）   （0.90 月分） 

（平成３１年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.90 月分 

（1.45 月分）    （0.90 月分） 

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額 

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額又は給料月額の１０～

１５％に相当する額 

(注１)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

(注２)  普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。      

 

イ 退職手当（令和２年４月１日現在） 

区 分 
病院事業 普通会計関係 

自己都合 定年・勧奨 自己都合 定年・勧奨 

支給率 

勤続２０年 １９.５７９月 ２６.１９４月 １９.５７９月 ２６.１９４月 

勤続２５年 ２８.４７９月 ３６.４４４月 ２８.４７９月 ３６.４４４月 

勤続３５年 ４０.２７９月 ４７.７０９月 ４０.２７９月 ４７.７０９月 

最高限度額 ４７.７０９月 ４７.７０９月 ４７.７０９月 ４７.７０９月 

定年前早期退職者に対する加

算措置 
退職時給料月額を２～２０％加算する。 退職時給料月額を２～２０％加算する。 

定年・勧奨退職した職員 

一人当たりの平均支給額 

平成３１年度 

１，９９２万円 

平成３１年度 

２，１１３万円 
（注１）退職手当の１人当たり平均支給額は、３１年度に退職した職員に支給された平均額です。 

(注２) 普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。 

 

    ウ 地域手当（令和２年４月１日現在） 

支 給 実 績（平成３１年度決算） ８１６,７３９千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３１年度決算） ５９８,３４３ 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

川崎市 １６％ 1,934人 １６％ 

 



  エ 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在） 

支給総額（平成３１年度決算） ６６９,７５６千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３１年度決算） ５７３,９１３ 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成３１年度） ８３.５％ 

手当の種類（手当数） １２種類 
 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

左記職員に対する支給

単価 

医務等従事手当 (1) 病院局に勤務する助産師及び看護師(准看護師

を含む。以下同じ。) 

669,756千円 月額８，０００円  

(2) 病院に勤務する栄養士、理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、歯科衛生士、マッサージ師及

び視能訓練士並びに社会福祉職及び心理職の

うち医療社会事業の業務に従事する職員 

 月額２，０００円  

夜間看護手当 病院に勤務する助産

師及び看護師 

正規の勤務時間の一

部又は全部が深夜に

おいて行われる看護

等の業務に従事した

とき 

 勤務１回につき 

７，２００円 

ただし、その勤務に含ま

れる深夜（午後１０時か

ら翌日の午前５時まで

の間をいう。以下同じ。）

における勤務時間が２

時間以上６時間未満の

場合は４，５００円と

し、２時間未満の場合は

３，６００円とする。 

 

感 染症 病原 体接 触

手当 

医師 感染症病棟患者の診

療の業務又は感染症

の病原体により汚染

され、又は汚染され

た疑いがある検体の

試験若しくは検査の

業務 

 従事した日１日につき 

１４０円 

ただし、１回の勤務が２

暦日にわたる場合のう

ち従事した日の勤務時

間が２時間未満のとき

は、支給しない 

 

看護師 感染症病棟患者の看

護業務 

  

臨床検査技師 感染症の病原体によ

り汚染され、又は汚

染された疑いがある

検体の試験若しくは

検査の業務又は当該

試験若しくは検査に

おいて使用した器具

の洗浄の業務 

  

臨床工学技士 感染症病棟患者の診

療等に使用する生命

管理維持装置の操作

等の業務 

  

ハウスキーパー 

及び業務職 

感染症の病原体によ

り汚染され、若しく

は汚染された疑いが

ある検体の試験若し

くは検査において使

用した器具の洗浄の

業務又は感染症病棟

内の清掃若しくは感

  



手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

左記職員に対する支給

単価 

染症病棟患者の着衣

類若しくは汚物の消

毒の業務 

精神病患者等入院業

務手当 

精神病患者の入院

又は感染症患者の

入院のための移送

に係る業務に従事

する職員 

精神病患者の入院又

は感染症患者の入院

のための移送に係る

業務 

 １件につき１４０円  

放射線接触手当 放射線を人体に対し

て照射する業務等に

従事する職員 

放射線を人体対してに

照射する業務等 

 従事した日１日につき 

２５０円 

ただし、１回の勤務が２

暦日にわたる場合のう

ち従事した日の勤務時

間が２時間未満のとき

は、支給しない 

 

救急患者診療手当 病院に勤務する医師

又は歯科医師（以下

「医師等」という。）

（複数の医師等が従

事した場合にあって

は、主として従事した

医師等に限る。） 

夜間休日（月曜日から

金曜日までの午前８時

30 分から午後５時まで

を除く時間帯をいう。

以下同じ。）における

救急の外来患者の診療

に従事したとき 

 １件につき 1,000 円 

ただし、緊急入院手当が

支給されるとき、又は分

娩手当が支給されると

きは、支給しない 

 

緊急入院手当 (1) 病院に勤務する医師

等（複数の医師等が従

事した場合にあって

は、主として従事した

医師等に限る。） 

救急の外来患者の診療

に従事し、当該診療に

係る患者の入院の指示

を行ったとき（当該患

者の緊急入院受入れ（

夜間休日における入院

の受入れをいう。以下

同じ。）が行われた場

合に限る。） 

 １件につき 5,000 円 

ただし、緊急入院手当(

２)が支給されるとき、

又は分娩手当が支給さ

れるときは、支給しない 

 

(2) 病院に勤務する医師

等（複数の医師等が従

事した場合にあって

は、主として従事した

医師等に限る。） 

緊急入院受入れを行っ

たとき 

 １件につき5,000円 

ただし、分娩手当が支給

されるときは、支給しな

い 

 

待機手当 病院に勤務する医師

等（病院長が別に定め

る診療科等に勤務す

る医師等に限る。） 

次に掲げる区分に従

い、緊急の診療、処置

又は手術に対応するた

めに自宅等において待

機をしたとき 

ア 午後５時から翌日

の午前８時 30分まで 

イ 午前８時30分から

午後５時まで（日曜日

及び土曜日並びに休日

に限る。） 

 １回につき 2,000 円  



手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

左記職員に対する支給

単価 

分娩手当 病院に勤務する医師

（複数の医師が従事

した場合にあっては、

主として従事した医

師に限る。） 

分娩業務に従事したと

き 

 １件につき 10,000 円 

ただし、多胎分娩の場合

は、１件とする 

 

管理職員診療等業務手

当 

病院に勤務する医師

等（管理職員に限る。） 

正規の勤務時間外又は

休日等に診療その他の

管理者が別に定める業

務に従事したとき 

 １時間につき 5,000 円  

新型コロナウイルス感

染症対応特別手当 

病院に勤務する医師

（あらかじめ病院長

が危険かつ困難な業

務に従事すると認め

た者に限る。） 

新型コロナウイルス感

染症対応病棟の患者の

診療業務に従事したと

き 

 従事した日１日につき

3,000 円。ただし、１回

の勤務が２暦日にわた

る場合のうち従事した

日の勤務時間が２時間

未満のときは、支給しな

い。 

 

病院に勤務する看護

師（あらかじめ病院長

が危険かつ困難な業

務に従事すると認め

た者に限る。） 

新型コロナウイルス感

染症対応病棟の患者の

看護業務に従事したと

き 

 

新型コロナウイルス感

染症対応手当 

臨床検査技師及び診

療放射線技師 

新型コロナウイルス感

染症対応病棟の患者の

検査の業務に従事した

とき 

 従事した日１日につき

1,000 円。ただし、１回

の勤務が２暦日にわた

る場合のうち従事した

日の勤務時間が２時間

未満のときは、支給しな

い。 

 

臨床工学技士 新型コロナウイルス感

染症対応病棟におい

て、患者に使用する生

命管理維持装置の操作

等の業務に従事したと

き 

 

業務職 新型コロナウイルス感

染症対応病棟におい

て、看護補助業務、患

者の使用した器具等の

洗浄の業務、病室等の

清掃業務又は着衣類若

しくは汚物の消毒の業

務に従事したとき 

 

上記に掲げる者以外

の職員 

新型コロナウイルス感

染症対応病棟におい

て、患者と直接対応す

る業務に従事したとき 

 

 

 

 

 

 

 



  オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成３１年度決算） １,１４５,６３０千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成３１年度決算） １,０６５,７０２ 円 

支給実績（平成３０年度決算） １,０６７,５５６千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算） １,０３５,４５７ 円 

      （注１） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

（注２） 職員１人あたり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成３１年度（平成

３０年度）決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度

上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含み

ます。 

 

カ その他の手当（令和２年４月１日現在） 

手当名 内容（支給対象等） 手当額又は支給率 
一般行政職 

との異同 

異なる 

内容 

支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（平成３１年度決算） 

初任給 

調整手当 

採用による欠員の補

充が困難と認められ

る職で川崎市病院局

企業職員初任給調整

手当支給規程に定め

る者に支給する。 

208,900 円の範囲内 

 

異なる 期間及

び月額 

411,271 千円 2,187,611 円 

扶養手当 扶養親族のある職員

に支給する。 

・配偶者       7,000 円 

・子          10,000 円 

・父母等       7,000 円 

・15 歳以上 22 歳未満の

加算      5,000 円 

同じ ― 68,555千円 242,244円 

住居手当 自ら居住するため住

宅を借り受け、家賃

等を支払っている職

員に支給する。 

・31歳未満 

25,200 円 

・31 歳以上 40歳以下 

16,500 円 

・41 歳以上 

10,000 円 

同じ ― 91,589千円 242,300円 

通勤手当 通勤のため、交通機

関等を利用しその運

賃等を負担すること

を常例とする職員、

自動車等を使用する

ことを常例とする職

員に支給する。 

・交通機関を利用の場合

は 55,000 円を限度とし

運賃相当額。 

・自動車等を使用の場合

は距離に応じて 

2,000 円～31,600 円 

・併用の場合は 55,000 円

を限度とし、両方を加算

した金額。 

同じ ― 162,781千円 132,128円 

休日勤務

手当 

 勤務１時間当たりの給与

額×100 分の 135×勤務

した正規の勤務時間 

同じ ― 207,568千円 356,257円 



手当名 内容（支給対象等） 手当額又は支給率 
一般行政職 

との異同 

異なる 

内容 

支給実績 

（ 平 成 ３ １ 年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（平成３１年度決算） 

夜間勤務 

手当 

正規の勤務時間とし

て、午後10時から翌

日の午前5時までの

間に勤務する職員に

支給する。 

勤務１時間当たりの給与額 

×100分の25 

×勤務時間（実働時間） 

同じ ― 135,503千円 186,131円 

宿日直 

手当 

宿日直をした場合に

支給する。 

・勤務１回につき 

6,100 円 

・5時間以下の勤務は 

3,050 円 

同じ ― 0千円 0円 

管理職手当

（国では

俸給の特

別調整額） 

管理又は監督の地位

にある者に支給す

る。 

職位に応じて、 

73,700円～145,100円 

同じ ― 146,160千円 1,141,878円 

管理職員

特別勤務

手当 

管理職手当の支給を

受けている職員が、

週休日等に臨時若し

くは緊急の必要等に

より勤務した場合又

は災害への対処その

他の臨時若しくは緊

急の必要により週休

日等以外の日の午前

０時から午前５時ま

での間であって正規

の勤務時間以外の時

間に勤務した場合に

支給する。 

役職・勤務時間等に応じて 
8,000 円～12,000 円 

（ただし、勤務時間が4

時間以下の場合は 

その金額に100分の50を、

6時間を超える場合は100

分の150を乗じて得た額） 

同じ ― 0千円 0円 

 


